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加東市 平成２８年度決算概要のポイント 

 

 

□ 平成２８年度一般会計の決算額は、歳入が１９８億９千万円（対前年度比８億７

千万円増）、歳出が１９４億５千万円（対前年度比１３億１千万円増）となり、前年

度に比べて、歳入・歳出ともに増となった。 

  また、歳入歳出差引額から翌年度に繰り越すべき財源を控除した実質収支は、４

億３千万円の黒字となった。 

 

□ 歳入決算額は、南山活性化支援施設整備事業などに充てた合併特例債や市営住宅

小元団地建替事業に係る公営住宅建設事業債の増加に伴い、地方債が前年度に比べ

て増加した。また、国庫支出金が市営住宅小元団地建替事業に係る社会資本整備総

合交付金や臨時福祉給付金の増加により、前年度に比べて増加するとともに、歳入

不足を補うため財政調整基金を繰り入れたことから繰入金も増加した。 

 

□ 市税の決算額は、６６億５千万円となり、前年度比１億１千万円増加した。税目

別では、市民税は、個人市民税、法人市民税ともに前年度比微増となった。また、

固定資産税は、土地は前年度より減少したが、家屋と償却資産が増加したため固定

資産税としては前年度より増加した。 

 

□ 歳出決算額は、市営住宅小元団地建替事業や南山活性化支援施設整備事業などの

大型事業に加え、借地解消のための東条文化会館の敷地取得等により投資的経費が

増加した。また、扶助費も障害者自立支援給付費や臨時福祉給付金等の増により増

加した。 

 

□ 財政力の弾力性を示す経常収支比率は、市税は増額となったものの地方交付税や

地方消費税交付金等の経常一般財源等歳入が減額となり、更に扶助費の増加や有線

放送テレビ使用料等の減などによる物件費の経常的経費充当一般財源が増額となっ

たことから、前年度に比べて０.９％上昇の８５.５％となった。 

 

□ 地方債現在高は、一般会計で年度末残高が２０４億５千万円となり、前年度に比

べて１０億３千万円の増となったが、全会計の年度末残高は、前年度に比べて２億

２千万円減の３６１億１千万円となり、合併（平成１８年度から）以来、１１年間

で残高は１４０億８千万円の減となった。 

  地方債の借り入れにあたっては、交付税措置のある有利な地方債の活用に努め、
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実質的な地方債残高は、全会計で１０８億７千万円（一般会計２４億４千万円、一

般会計を除く他会計８４億３千万円）となる。 

 

□ 基金現在高は、一般会計で４億４千万円増加し、年度末残高が１３０億４千万円

となった。その他の特別会計等を含めた基金残高は、１３６億６千万円となり、合

併（平成１８年度から）以来、１１年間で８５億９千万円積み立てた。 

 

□ 平成２８年度の主な事業として、建設事業は、防災行政無線（同報系）の整備（４

億９千万円）や南山活性化支援施設整備事業（３億１千万円）、市営住宅小元団地建

替事業（４億４千万円）、東条文化会館敷地取得事業（２億９千万円）、滝野梶原線

道路改良事業（１億４千万円）などを実施した。 

新規事業では、災害対応河川堤防拡幅事業（３百万円）やＬＰガス用発電機導入

事業（２百万円）など市民の安全・安心を確保するための事業をはじめ、証明書コ

ンビニ交付事務事業（１１百万円）やエコハウス設備設置補助事業（４百万円）、新

設認定こども園整備事業（１２百万円）、地域介護拠点整備事業（１３百万円）、給

食センター食器洗浄機更新事業（６５百万円）などを実施した。 

また、市制１０周年の節目を迎えた加東市の今後のまちづくりに向け、協働意識

の醸成を図るとともに、元気な加東市を市内外にアピールするため、各種記念事業

（４３百万円）を開催した。 

 

□ 財政健全化判断比率の状況は、打切決算とした介護保険サービス事業特別会計に

おいて赤字が発生したが、一般会計、また、それぞれの特別会計、企業会計を連結

した場合の実質収支が黒字であるため、「実質赤字比率」、「連結実質赤字比率」とも

に算定されない。 

 

□ 財政健全化判断比率の｢実質公債費比率｣は、臨時財政対策債及び合併特例債の償

還金の増により、公債費から控除される基準財政需要額が増加したことから、平成

２６年度～平成２８年度の３か年平均では、０.８ポイント改善の５.１％となった。 

 

□ 同じく財政健全化判断比率の｢将来負担比率｣は、将来負担額より充当可能財源等

が多いため算定されない。参考値は、将来負担額が下水道事業会計を中心に公営企

業債繰入見込額が減少したことなどから、前年度から１７.２ポイント改善の△９５.

５％となった。 
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１　会計別決算の状況

　※企業会計は、収益的収入及び支出額（消費税抜き）を計上しています。

【説明】

２　一般会計収支の推移状況

（単位：億円）
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４　市税の徴収実績

単位：百万円

区 分 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

市民税（個人） 1,497 1,872 1,928 1,878 1,731 1,704 1,796 1,788 1,767 1,813 1,837

市民税（法人） 730 759 716 495 715 721 529 531 565 497 528

固 定 資 産 税 4,226 4,024 4,040 3,920 3,919 3,952 3,685 3,676 3,898 3,615 3,655

軽 自 動 車 税 86 100 104 127 125 101 99 100 102 103 119

た ば こ 税 276 275 274 254 260 301 290 318 307 301 300

鉱 産 税 4 4 3 2 4 3 3 2 3 3 3

都 市 計 画 税 279 290 289 283 280 192 214 213 218 212 213

市 税 合 計 7,099 7,324 7,353 6,960 7,033 6,976 6,616 6,629 6,859 6,543 6,655

前年度との比較 218 225 29 △ 393 74 △ 58 △ 360 13 230 △ 86 112

　注）上記の金額は、百万円未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。

　平成22年度の決算額
は 子ども手当事業の

　注）構成比率は、小数点第2位以下を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。

　平成28年度の市税は、市税全体としては、対前年度比で112百円の増となりました。税目別では、個人市
民税が対前年度比で24百万円の増、法人市民税が31百万円の増となり、市民税としては、対前年度比55百万
円の増となりました。固定資産税は、家屋と償却資産が増となり対前年度比で40百万円の増となりました。
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32

0
.
8
%

1
7
5
,
4
2
5

△
 
1
5
,
2
9
3

自
治

体
の

組
織

運
営

、
基

金
積

立
金

、
徴

税
等

の
費

用
2
,
4
3
3
,7
3
9

1
2
.
5
%

2
,
2
8
6
,
1
9
1

1
4
7
,
5
4
8
市

制
1
0
周

年
記

念
事

業
及

び
地

方
創

生
総

合
戦

略
事

業
な

ど
の

増

各
種

福
祉

事
業

や
医

療
費

助
成

な
ど

の
費

用
5
,
5
2
3
,5
3
9

2
8
.
4
%

5
,
5
9
4
,
4
1
0

△
 
7
0
,
8
7
1
東

条
福

祉
セ

ン
タ

ー
指

定
管

理
委
託

料
な

ど
の

減

ご
み

処
理

対
策

や
市

民
の

健
康

管
理

な
ど

の
費

用
1
,
8
3
0
,1
6
5

9
.
4
%

1
,
4
4
3
,
4
7
5

3
8
6
,
6
9
0
病

院
事

業
会

計
貸

付
金

の
皆

増

雇
用

対
策

や
勤

労
者

支
援

な
ど

の
費

用
6
3,
9
2
0

0
.
3
%

6
5
,
4
3
9

△
 
1
,
5
1
9

農
林

水
産

業
の

支
援

や
指

導
育

成
な

ど
の

費
用

7
5
1
,
7
61

3
.
9
%

6
9
8
,
3
6
4

5
3
,
3
9
7
た

め
池

等
整

備
事

業
な

ど
に

よ
る
増

商
工

業
の

支
援

・
育

成
や

各
種

祭
り

の
補

助
な

ど
の

費
用

6
3
9
,
9
34

3
.
3
%

4
7
1
,
3
4
7

1
6
8
,
5
8
7
南

山
活

性
化

支
援

施
設

建
設

事
業
に

よ
る

増

道
路

・
公

園
等

の
整

備
な

ど
の

費
用

2
,
6
3
7
,2
4
7

1
3
.
6
%

2
,
4
9
8
,
7
2
3

1
3
8
,
5
2
4
市

営
住

宅
小

元
団

地
建

替
事

業
や
滝

野
梶

原
線

整
備

事
業

な
ど

の
増

消
防

・
救

急
活

動
や

消
防

施
設

等
の

整
備

の
た

め
の

費
用

1
,
5
4
7
,6
2
5

8
.
0
%

1
,
5
1
0
,
0
0
9

3
7
,
6
1
6
消

防
団

小
型

動
力

ポ
ン

プ
積

載
車
の

購
入

及
び

防
火

水
槽

の
整

備
、

北
は

り
ま

消
防

組
合

負
担
金

な
ど

の
増

学
校

の
建

設
や

生
涯

学
習

活
動

な
ど

の
費

用
2
,
0
6
9
,7
3
1

1
0
.
6
%

1
,
6
1
2
,
5
9
2

4
5
7
,
1
3
9
東

条
文

化
会

館
の

敷
地

取
得

や
小
学

校
施

設
整

備
事

業
な

ど
の

増
災

害
に

よ
っ

て
生

じ
た

被
害

の
復

旧
を

行
う

た
め

の
費

用
2
5,
1
6
2

0
.
1
%

2
5
,
8
3
4

△
 
6
7
2

施
設

建
設

の
た

め
に

借
り

入
れ

た
市

債
の

返
済

な
ど

の
費

用
1
,
7
6
5
,3
4
4

9
.
1
%

1
,
7
5
5
,
5
9
6

9
,
7
4
8

1
9
,
4
4
8,
2
9
9

1
0
0
.
0
%

1
8
,
1
3
7
,
4
0
5

1
,
3
1
0
,
8
9
4

市
職

員
の

給
与

、
退

職
金

、
議

員
や

委
員

の
報

酬
な

ど
の

経
費

2
,
2
5
1
,8
0
2

1
1
.
6
%

2
,
3
9
4
,
8
3
6

△
 
1
4
3
,
0
3
4
前

年
度

定
年

退
職

者
と

今
年

度
新
規

採
用

者
と

の
差

額
に

よ
る

減
高

齢
者

・
児

童
・

生
活

困
窮

者
な

ど
を

援
助

す
る

た
め

の
経

費
3
,
0
9
6
,7
5
0

1
5
.
9
%

2
,
9
4
8
,
3
4
1

1
4
8
,
4
0
9
障

害
者

自
立

支
援

給
付

費
や

臨
時
福

祉
給

付
金

な
ど

の
増

施
設

建
設

な
ど

の
た

め
に

借
り

入
れ

た
市

債
を

返
済

す
る

経
費

1
,
7
6
5
,1
9
8

9
.
1
%

1
,
7
5
5
,
4
5
5

9
,
7
4
3

物
品

の
購

入
や

特
定

の
事

業
を

委
託

す
る

た
め

の
経

費
2
,
8
3
5
,8
3
4

1
4
.
6
%

2
,
8
6
1
,
4
4
9

△
 
2
5
,
6
1
5
指

定
管

理
委

託
料

（
交

流
保

養
館
、

東
条

福
祉

セ
ン

タ
ー

等
）

な
ど

の
減

市
が

管
理

す
る

施
設

を
維

持
す

る
た

め
の

経
費

1
9
4
,
0
51

1
.
0
%

1
6
9
,
1
7
6

2
4
,
8
7
5

各
種

団
体

へ
の

補
助

や
火

災
保

険
料

な
ど

の
経

費
3
,
6
0
9
,1
1
7

1
8
.
6
%

3
,
7
1
5
,
3
9
5

△
 
1
0
6
,
2
7
8
下

水
道

事
業

会
計

補
助

金
な

ど
の
減

支
出

効
果

が
施

設
等

の
ス

ト
ッ

ク
と

し
て

後
年

度
に

及
ぶ

性
質

の
経

費
3
,
2
3
7
,3
3
2

1
6
.
6
%

2
,
0
9
1
,
9
3
3

1
,
1
4
5
,
3
9
9
市

営
住

宅
小

元
団

地
建

替
事

業
や
南

山
活

性
化

支
援

施
設

整
備

事
業

、
東

条
文

化
会

館
の

敷
地
取

得
等

に
よ

る
増

積
立

金
、

出
資

金
、

繰
出

金
な

ど
2
,
4
5
8
,2
1
5

1
2
.
6
%

2
,
2
0
0
,
8
2
0

2
5
7
,
3
9
5

1
9
,
4
4
8,
2
9
9

1
0
0
.
0
%

1
8
,
1
3
7
,
4
0
5

1
,
3
1
0
,
8
9
4

注
）

構
成

比
率

は
、

小
数

点
第

2
位

以
下

を
四

捨
五

入
し

て
い

る
た

め
、

合
計

と
一

致
し

な
い

場
合
が

あ
り

ま
す

。

主
な

増
減

理
由

そ
の

他

計

性 　 　 質 　 　 別

人
件

費

扶
助

費

公
債

費

物
件

費

維
持

補
修

費

補
助

費
等

投
資

的
経

費

平
成

２
８

年
度

目 　 　 的 　 　 別

計

公
債

費

災
害

復
旧

費

教
育

費

消
防

費

民
生

費

衛
生

費

増
減

商
工

費

土
木

費

労
働

費

農
林

水
産

業
費

議
会

費

総
務

費

区
　

　
分

構
成

比
平

成
２

７
年

度
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６
　
平
成
２
８
年
度
　
主
な
財
政
指
標
等
の
状
況

単
位

：
千

円

平
成

２
８

年
度

平
成

２
７

年
度

増
減

形
式

収
支

歳
入

総
額

か
ら

歳
出

総
額

を
差

し
引

い
た

額
で

、
形

式
的

な
収

支
。

4
4
4
,
2
1
2

8
8
4
,
1
1
3

△
 
4
3
9
,
9
0
1

繰
り

越
す

べ
き

財
源

翌
年

度
に

繰
り

越
し

た
事

業
等

の
財

源
と

し
て

、
歳

出
予

算
か

ら
繰

り
越

し
た

金
額

。
1
3
,
1
8
0

7
5
,
0
4
0

△
 
6
1
,
8
6
0

実
質

収
支

歳
入

歳
出

差
引

額
（

形
式

収
支

）
か

ら
翌

年
度

繰
り

越
し

財
源

を
差

し
引

い
た

額
で

、
実

質
的

な
収

支
。

4
3
1
,
0
3
2

8
0
9
,
0
7
3

△
 
3
7
8
,
0
4
1

単
年

度
収

支
当

該
年

度
の

実
質

収
支

額
か

ら
前

年
度

の
実

質
収

支
額

を
差

し
引

い
た

額
で

、
黒

字
で

あ
れ

ば
剰

余
が

生
じ

て
い

る
か

、
前

年
度

ま
で

の
赤

字
が

解
消

し
て

い
る

こ
と

に
な

る
。

△
 
3
7
8
,
0
4
1

△
 
1
,
2
3
9

△
 
3
7
6
,
8
0
2

実
質

単
年

度
収

支
単

年
度

収
支

に
実

質
的

な
黒

字
要

素
で

あ
る

積
立

金
及

び
繰

上
償

還
金

を
加

え
、

実
質

的
な

赤
字

要
素

で
あ

る
基

金
取

り
崩

し
額

を
差

し
引

い
た

額
。

△
 
6
5
9
,
8
1
4

2
2
,
8
6
9

△
 
6
8
2
,
6
8
3

実
質

収
支

比
率

（
％

）
標

準
財

政
規

模
に

対
す

る
実

質
収

支
額

の
割

合
で

示
さ

れ
る

。
実

質
収

支
が

黒
字

の
場

合
は

正
の

数
、

赤
字

の
場

合
は

負
の

数
で

表
さ

れ
る

。
3
.
6

6
.
8

△
 
3
.
2

経
常

収
支

比
率

（
％

）
財

政
構

造
の

弾
力

性
を

表
す

指
標

で
、

人
件

費
、

扶
助

費
、

公
債

費
な

ど
の

よ
う

に
毎

年
経

常
的

に
支

出
さ

れ
る

経
費

に
、

地
方

税
、

普
通

交
付

税
の

よ
う

に
毎

年
度

経
常

的
に

収
入

さ
れ

る
一

般
財

源
が

ど
の

程
度

使
わ

れ
て

い
る

か
を

示
し

た
も

の
。

8
5
.
5

8
4
.
6

0
.
9

減
税

補
填

債
等

除
く

交
付

税
措

置
不

足
分

を
補

う
臨

時
財

政
対

策
債

を
除

い
た

比
率

9
1
.
7

9
0
.
6

1
.
1

地
方

債
現

在
高

当
該

地
方

公
共

団
体

が
発

行
し

た
地

方
債

の
年

度
末

残
高

。
2
0
,
4
5
2
,
5
4
2

1
9
,
4
2
0
,
4
5
9

1
,
0
3
2
,
0
8
3

基
金

現
在

高
当

該
地

方
公

共
団

体
が

積
み

立
て

た
基

金
の

年
度

末
残

高
。

1
3
,
0
3
9
,
1
1
0

1
2
,
6
0
3
,
2
1
9

4
3
5
,
8
9
1

財
政

調
整

基
金

地
方

公
共

団
体

に
お

け
る

年
度

間
の

財
源

の
不

均
衡

を
調

整
す

る
た

め
に

設
け

ら
れ

た
基

金
。

6
,
1
8
8
,
2
1
1

6
,
0
5
9
,
9
8
4

1
2
8
,
2
2
7

　
　

　
減

債
基

金
地

方
債

の
償

還
及

び
そ

の
信

用
の

保
持

の
た

め
に

設
け

ら
れ

る
基

金
で

、
後

年
度

の
地

方
債

元
利

償
還

金
に

充
当

す
る

た
め

に
積

み
立

て
ら

れ
る

。
7
6
0
,
8
8
3

7
5
8
,
9
8
9

1
,
8
9
4

　
　

　
そ

の
他

特
目

基
金

財
政

調
整

基
金

、
減

債
基

金
以

外
の

基
金

。
6
,
0
9
0
,
0
1
5

5
,
7
8
4
,
2
4
6

3
0
5
,
7
6
9

財
政

力
指

数
当

該
地

方
公

共
団

体
の

財
政

基
盤

の
強

さ
を

表
す

指
数

で
、

こ
の

指
数

が
高

い
ほ

ど
自

主
財

源
の

割
合

が
高

く
、

財
政

力
が

強
い

こ
と

に
な

る
。

0
.
7
2

0
.
7
3

△
 
0
.
0
1

標
準

財
政

規
模

当
該

地
方

公
共

団
体

の
標

準
的

な
状

態
で

の
一

般
財

源
の

規
模

を
表

す
も

の
で

、
地

方
税

、
普

通
交

付
税

な
ど

の
計

。
1
1
,
9
2
6
,
4
5
4

1
1
,
9
1
9
,
8
7
3

6
,
5
8
1

実
質

公
債

費
比

率
　

一
般

会
計

等
が

負
担

す
る

元
利

償
還

金
及

び
準

元
利

償
還

金
の

標
準

財
政

規
模

に
対

す
る

比
率

を
表

す
も

の
で

、
公

債
費

の
水

準
を

測
る

指
標

。
5
.
1

5
.
9

△
 
0
.
8

将
来

負
担

比
率

一
般

会
計

等
が

将
来

負
担

す
べ

き
実

質
的

な
負

債
の

標
準

財
政

規
模

に
対

す
る

比
率

。
―

（
△

9
5
.
5
）

―
（

△
7
8
.
3
）

―
（

△
1
7
.
2
）

主
な

財
政

指
標

等
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７　主な財政指標等の推移状況

実質収支比率 経常収支比率

標準財政規模に対する実質収支額の割合で示さ
れ、実質収支が黒字の場合は正の数、赤字の場合
は負の数で表されます。

自由に使えるお金のうち、人件費や生活保護費、
借金返済などの避けられない支出にどれだけ充て
ているかを示します。値が低ければ、懐に余裕が
あり、独自の政策のために使えるお金の割合が増
えます。

市民１人あたりの基金残高 市民１人あたりの地方債残高

実質公債費比率 将来負担比率

自治体の収入に対する負債返済の割合を示しま
す。通常、3年間の平均値を使用。18%以上になる
と、新たな借金をするために国や県の許可が必
要。25%以上になると借金を制限されます。

公社や出資法人も含め、自治体が将来支払う可能
性がある負債の一般会計に対する比率。350%以上
になると早期健全化団体となります。

20.7%

19.4%
19.8%

19.2%

16.7%

14.5%

11.1%

8.9%

6.7% 5.9%
5.1%

5%

7%

9%

11%

13%

15%

17%

19%

21%

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

実質公債費比率

109.6%

88.1%

64.6%

21.0%

-3.9%

-28.8%
-45.7%

-67.4%

-78.3%

-95.5%-120%
-100%
-80%
-60%
-40%
-20%
0%
20%
40%
60%
80%

100%
120%
140%

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

将来負担比率

129,884 139,944 

159,460 

182,258 

208,624 

243,053 

266,601 

288,605 

313,161 
329,500 

339,773 

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

220,000

240,000

260,000

280,000

300,000

320,000

340,000

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

市民１人あたりの基金残高

1,207,016 

1,164,815 

1,100,288 

1,051,010 
1,010,707 

971,537 

939,119 

960,392 
934,686 

911,971 

898,584 
850,000

900,000

950,000

1,000,000

1,050,000

1,100,000

1,150,000

1,200,000

1,250,000

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

市民１人あたりの地方債残高

90.9%

95.1%

93.5%

90.8%

82.9%82.8%

88.0%

82.9%

83.3%
84.6%

85.5%

82%

84%

86%

88%

90%

92%

94%

96%

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

経常収支比率

4.9%

7.2%

4.9%

5.7%

6.5%

6.0% 6.0%

6.6% 6.9%
6.8%

3.6%

0%

1%

2%

3%

4%

5%

6%

7%

8%

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

実質収支比率
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単位：千円

普通会計（臨時財政
対策債除く）

臨時財政対策債

下水道

水道

病院

単位：億円
年度

一般会計

診療所会計

ｺﾐｭﾆﾃｨﾌﾟﾗﾝﾄ会計

小計

下水道事業会計

水道事業会計

病院事業会計

小計

436,470

36,115,8822,799,700

H28末

現在高

20,452,542

11,553,371

8,899,171

82,383

14,885,629

258,858

H28

借入額

2,632,000

1,822,000

810,000

△ 120.0

4.2

4.4

190.8

381.9

7.0

1.85%

189.1

189.1

2.0

182.2

介護ｻｰﾋﾞｽ会計

企
業
会
計

H22末

517,4353,016,73736,332,919

570,251

内
訳

10,825,878 1,094,507 100,288 1,194,795

3,534,172

H23末 H28末H25末

前年度からの増減率

H18末 H19末 H20末 H21末

介護ｻｰﾋﾞｽ会計

企
業
会
計

4.8

11.3

188.6

加東市合計

H27末

△ 8.7

H24末

172.8

合併時からの地方債増減額

会計名

普
通
会
計

前年度との増減比較

172.5

4.7

4.2

202.8

374.9

174.2

８　平成２８年度末会計別地方債残高の状況

区　　分

加東市合計

９　加東市会計別地方債現在高の推移

普通会計（一般会計）

元金

1,599,917

63,012

62,469491,107

313,154

40,342

1,267,545

54,296

167,700

54,637

利子

165,129

1,578

334,180

41,920

8,716

7,832

1,601,725

505,410

172.8

169.8

4.4

258.9

15.7

11.8

169.8

3.5

229.6

3.9

243.4

12.7

286.4

479.4

△ 22.5

△ 4.49%

△ 22.5

4.6

9.1

187.9

4.1

248.0

10.1

270.8

462.8

△ 39.1

9.6

8.8

261.8

438.5

△ 24.3

△ 5.27%

△ 63.4

△ 16.6

△ 3.44%

6.4

7.4

243.4

416.7

△ 21.8

△ 4.95%

△ 85.2

168.9

168.9

3.2

216.1

5.8

6.1

228.0

400.1

△ 16.6

△ 4.03%

△ 101.8

166.5

166.5

2.8

204.1

5.3

4.9

214.3

169.7

169.7

2.4

193.9

4.9

167.9

383.6

△ 16.5

△ 4.10%

△ 118.3

△ 11.6

△ 3.04%

△ 131.6

△ 2.26%

0.8

148.9

△ 127.0

194.2

194.2

1.2

159.9

3.1

363.3

△ 7.0

△ 1.87%

△ 138.6

204.5

204.5

△ 140.8

2.6

4.3

155.8

361.1

△ 2.2

△ 0.61%

H26末

190.1

190.1

1.6

170.4

3.7

4.5

178.6

370.3

H27末

現在高

19,420,459

122,725

15,985,474

H28償還額

合計

1,765,046

8,594,581 64,841

188.6 187.9 172.8 169.8 168.9 166.5 169.7 189.1 190.1 194.2 204.5

4.4 4.1
3.9 3.5 3.2 2.8 2.4

2.0 1.6 1.2 0.8

258.9 248.0
243.4 229.6 216.1 204.1 193.9

182.2 170.4 159.9 148.9

15.7 12.7
9.6

6.4
5.8

5.3 4.7 4.2
3.7 3.1

2.6

11.8
10.1

8.8
7.4

6.1
4.9 4.2 4.4

4.5 4.9
4.3

0.0

100.0

200.0

300.0

400.0

500.0

600.0

H18

末

H19

末

H20

末

H21

末

H22

末

H23

末

H24

末

H25

末

H26

末

H27

末

H28

末

現
在
高
（
億
円
）

病院事業会計

水道事業会計

下水道事業会計

介護ｻｰﾋﾞｽ会計

普通会計
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単位：千円

財政調整基金

減債基金

その他特目基金

公共施設整備基金

国際交流基金

地域情報化基金

福祉基金

やしろ鴨川の郷基金

災害対策基金

地域振興基金

他会計特目基金

国保財政調整基金

介護保険給付費準備基金

介護従事者処遇改善基金

単位：億円
年度

9.5

8.3%

73.5

7.6

55.2

119.1

1.7

3.4

124.2

141,826

138,845

13,319,781

336,368

13,656,149

H28年度末
現在高

6,188,211

760,883

6,090,016

2,383,799

H28年度中増減
取崩

300,000

13,210

利子

410,000

87,624

12,791,330

335,932

13,127,262

8,300

404,013

1,930,000

12,603,219

188,111

51,000

100,487

H27年度末
現在高

6,059,984

758,989

5,784,246

2,078,974

92,323

457,042

7.8%

64.0

594,000

300,000410,000

92,000

14.9

3.7

1.0

3.0

114.7

8.3

51.219.2

0.9

0.4

H26末

56.3

11　加東市基金積立残高の推移

110.745.6 61.0

3.8

29.8

H21末

300,000

H28末

土地開発基金を含む総合計 40,097

52.0

7.5

H23末 H24末 H27末H25末H22末

その他基金

土地開発基金（土地除く）

H18末 H19末 H20末

594,000

27.1

3.6

10　平成２８年度末　加東市基金現在高の状況

普
通
会
計
（
一
般
会
計
）

基金残高の内訳

普通会計(一般会計)基金合計

全会計基金合計

特
別
会
計

813,594 2,698

剰余金 元金

合併時からの積立金増減額

前年度からの増減率（％）

前年度との増減比較

基金名
財政調整基金

土地開発基金

加東市合計

特別会計基金合計

減債基金

普通会計合計

300,000

300,000

8,512

39,101

560

33941,000

18,227

1,894

18,980

4,825

136

300,000

1,176

2,698

17

2,000

8,512

1,616

90,459

458,218

813,594

8,317

313,210

405,629

1,930,000

13,039,110

280,671

28.0

313,210

221

39,661

436

313,210

2.0

63.4

7.7

32.3

3.7

25.0

2.5

2.3

1.8%

2.3

50.9

3.7

0.9

55.7

4.1

7.9%

5.0

51.6

13.8%

12.7

10.3

14.2%

69.3

0.2

2.8

72.3

8.9

14.0% 16.1%

21.6

39.2

5.9

34.6

79.7

0.1

2.8

82.6

35.7

10.9%

31.9

43.9

7.7

40.9

92.5

0.6

2.8

95.9

13.3

5.7%

45.2

48.1

7.5

46.9

102.5

1.1

2.8

106.4

10.5

4.0%

55.7

60.6

7.6

57.8

126.0

1.9

3.4

131.3

7.1

85.980.6

61.9

7.6

60.9

130.4

2.8

3.4

136.6

5.3

27.1 28.0 32.3 35.7 39.2 43.9 48.1 52.0 56.3 60.6 61.93.6 3.7
3.7

3.8
5.9

7.7
7.5

7.5
7.6 7.6 7.6

14.9 19.2
25.0

29.8
34.6

40.9
46.9

51.2
55.2

57.8 60.9

3.7
2.5

0.4
0.2

0.1

0.6

1.1
1.0

1.7
1.9

2.8

2.3
2.3

2.0
2.8

2.8

2.8

2.8

3.0
3.4

3.4
3.4

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

H18

末

H19

末

H20

末

H21

末

H22

末

H23

末

H24

末

H25

末

H26

末

H27

末

H28

末

現
在
高
（
億
円
）

年度

土地開発基金

特別会計基金合計

その他基金

減債基金

財政調整基金
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□　健全化判断比率の公表等

比率悪化 さらに悪化

早期健全化
基準

財政再生
基準 加東市

　
経営健全化

基準 加東市

　当該地方公共団体の公営企業会計ごとの資金の不足額の事業の規
模に対する比率です。公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模
である料金収入の規模と比較して指標化し、経営状態の悪化の度合
いを示す指標ともいえます。

　 20.0%
―

算定されない

④将来負担比率

350.0%
―

算定されない

　加東市の会計で負担する公債費のほか、一部事務組合や市が出資
する第３セクターなどの負債のうち本市が将来的に負担すべき金額
から、基金などの貯蓄や歳入の見込まれる財源見込みを差し引いた
ものが、財政規模に対してどれくらいの割合になっているのかを示
すのが、将来負担率です。

資金不足比率

②連結実質赤字比率

18.06% 30.00%
―

算定されない

　一般会計等のほか、水道会計など市の全ての会計を合計した結
果、実質赤字が生じている状態が連結実質赤字です。
　財政規模に対する連結実質赤字の割合が連結実質赤字比率です。

③実質公債費比率

25.0% 35.0% 5.1%

　道路建設などの資金として借りた地方債（自治体の借金）を償還
するのが公債費です。
　一般会計で負担する特別会計の公債費も含めた額が、財政規模に
対してどのくらいの割合になっているか示すのが実質公債費比率
で、過去３年間の比率の平均により算出します。

加東文化振興財団など

□　平成28年度財政健全化比率

健全化判断比率

①実質赤字比率

13.06% 20.00%
―

算定されない

　形式的には黒字であっても、翌年度の収入をその年度に繰り上げ
ていたり、その年度に支払うべきものを翌年度に繰り延べしている
などして実質的には赤字の状態を実質赤字と言います。
　一般会計等における実質赤字が、財政規模に対してどれくらいの
割合になっているかを示す比率です。

加東市が加入する一部事務組合

小野加東広域行政事務組合など

加東市が出資する公社・第３セクター

加
　
　
東
　
　
市

一般会計等 一般会計

公
営
事
業
会
計

公営企業
会計等以
外の特別

会計

国民健康保険特別会計
後期高齢者医療特別会計
介護保険保険事業特別会計
介護保険サービス事業特別会計

公営企業
会計等

水道事業会計
下水道事業特別会計
病院事業会計

①実質赤字比率
自主的な改善努力
による財政健全化

国等の関与による
確実な再生

②連結実質赤字比率
③実質公債費比率
④将来負担比率

平成２８年度　財政健全化判断比率等の概要

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）

○地方公共団体（都道府県、市町村及び特別区）は、毎年度、以下の健全化判断比率及び資金不足比率
を監査委員の審査に付した上で、議会に報告し、公表することが、平成２０年度から義務づけられてい
ます。

健全化判断比率
財政の早期健全化 財政の再生
（早期健全化基準） (財政再生基準）

黄信号 赤信号

①
実
質
赤
字
比
率

②
連
結
実
質
赤
字
比
率

③
実
質
公
債
費
比
率

④
将
来
負
担
比
率
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≪歳入≫

291,764 千円

≪歳出≫

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】 （単位：千円）

国県
支出金

地方債 その他
社会保障
財源化分

その他

福祉タクシー 22,855 2,698 2,100 18,057

生活困窮者自立支援事業 8,697 1,801 700 6,196

老人措置 21,614 2,792 1,900 16,922

老人医療費助成事業 6,109 2,955 300 2,854

障害者給付金給付事業 33,018 8,303 2,600 22,115

自立支援給付事業 505,553 392,318 11,900 101,335

地域生活支援事業 73,569 25,365 753 5,000 42,451

障害者（児）等支援事業 2,717 1,009 100 1,608

重度障害者医療費助成事業 52,320 28,198 2,500 21,622

高齢重度障害者医療費助成事業 33,577 13,870 2,000 17,707

乳幼児等医療費給付事業 121,690 41,919 330 8,300 71,141

こども医療費給付事業 53,917 10,559 4,500 38,858

障害児通所支援等給付事業 31,681 20,069 1,200 10,412

母子家庭等医療費給付事業 6,869 2,226 400 4,243

保育所運営事業 959,502 549,752 111,673 31,400 266,677

公立こども園等運営事業 264,207 11,800 83,496 17,800 151,111

生活保護支給事業 242,890 208,020 3,600 31,270

小　　計 2,440,785 1,306,364 11,800 201,742 96,300 824,579

国民健康保険特別会計繰出金事業 295,471 148,707 15,500 131,264

介護保険保険事業特別会計繰出事業 479,989 4,157 50,200 425,632

後期高齢者医療事業 418,164 9,945 43,100 365,119

後期高齢者医療特別会計繰出事業 97,821 73,366 2,500 21,955

小　　計 1,291,445 226,230 0 9,945 111,300 943,970

病院事業会計補助及び出資事業 575,546 62,064 513,482

健康増進事業 44,243 5,002 4,136 3,700 31,405

後期高齢者医療健康診査事業 3,744 300 3,444

感染症予防事業 123,229 13,000 110,229

母子保健事業 48,638 1,107 5,000 42,531

未熟児養育医療事業 1,836 1,136 100 600

小　　計 797,236 7,245 0 4,136 84,164 701,691

4,529,466 1,539,839 11,800 215,823 291,764 2,470,240

※社会保障施策に要する経費：「社会福祉」（生活保護、児童福祉、母子福祉、高齢者福祉、障害者福祉など）、
「社会保険」（国民健康保険、介護保険など）、「保健衛生」（医療、感染症その他疾病予防対策、健康増進対策など）

社
会
福
祉

社
会
保
険

保
健
衛
生

合　　　計

12　平成２８年度　地方消費税交付金（社会保障財源化分）の使途について

市町村交付金（社会保障財源化分）決算額

事　　　業 決算額

財源内訳

特定財源 一般財源
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【平成２８年度都市計画税使途状況】
(単位：千円）

都市計画税 その他

街路整備 144,633 134,936 2,648 7,049

公園整備 0 0 0 0

下水道整備 15,503 15,451 14 38

地方債償還 150,054 0 40,986 109,068

下水道事業会計繰出金 603,882 0 164,944 438,938

その他事業 305,953 290,600 4,194 11,159

合　　計 1,220,025 440,987 212,786 566,252

27.3 %　        ※一般財源のうち都市計画税の割合

13　平成２８年度　都市計画税の使途について

　都市計画税は、都市計画法に基づいて行う街路、公園整備等の都市計画事業や土地
区画整理法に基づいて行う土地区画整理事業などに要する費用に充てることを目的と
した地方税です。

　平成２８年度の都市計画税（212,786千円）は、次のとおり都市計画事業費等
（1,220,025千円）の財源として活用しました。

事　業　名 事業費
財源内訳

特定財源
一般財源

街路整備

1.2%
下水道整備

0.0%

地方債償還

19.3%

下水道事業会計

繰出金

77.5%

その他事業

2.0%
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